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一部改正 令和  ４年  ３月３１日    ３食地産第３４９４号 

 

第１ 目 的 

本事業は、農薬使用者に直接接する農薬販売業者、農薬による防除を専門とす

る防除業者、ゴルフ場のグリーンキーパー、農薬の使用に関して指導的立場にあ

る者等（以下「農薬取扱業者」という。）に対して、農薬に関する専門的な研修

を実施するとともに試験を課し、その合格者を農薬指導士として認定することに

より、農薬取扱業者の資質の向上を図り、もって農薬の安全使用の推進に資する。 

 

第２ 事業の実施 

 １ 農薬指導士の任務 

 農薬指導士は、農薬の販売に当たっては、農薬使用者に対し次に掲げる事項

について指導又は助言を行い、防除業務に当たっては、次に掲げる事項に留意

し、適正な防除業務を推進する。 

(1) 農薬取締法（昭和２３年法律第８２号）その他農薬に関する法令の遵守 

(2) 農薬の特性を踏まえた適正な使用 

(3) 農薬使用に伴う人畜に対する危被害及び環境汚染の防止 

(4) 農薬取締法第２５条に規定する農薬を使用する者が遵守すべき基準等に 

基づく農薬の安全使用 

(5) 農薬取締法第２６条の規定に基づき指定された農薬の安全使用 

(6) 農薬の適正な保管・管理 

(7) 毒物及び劇物取締法（昭和２５年法律第３０３号）に基づく毒物又は劇物

に指定された農薬の適正な取扱い及び安全使用 

(8) 事故が多いこと等から特に注意を必要とする農薬の安全使用 

(9) 知事が定めた病害虫、雑草防除基準等に基づく病害虫、雑草の防除 

(10) その他農薬の安全使用等に関する事項で知事が必要と認めたもの 

 ２ 農薬指導士の認定等 

    (l) 農薬指導士認定委員会の設置 

知事は、別表の職にある者で構成する農薬指導士認定委員会（以下「委員会」

という｡)を設置し、(2)及び(3)で定める研修のカリキュラムの策定、認定試

験問題及び試験結果の審査等を行う。なお、試験問題及び研修資料の作成等



については、委員会が指名する者が行う。 

   (2) 研修の実施 

① 知事は、新たに農薬指導士の認定を受けようとする農薬取扱業者に対し

て、１の遂行に必要な農薬指導士養成研修（以下「養成研修」という。）

を実施する。 

② 知事は、農薬指導士の認定期間を更新しようとする者に対して農薬指導

士更新研修（以下「更新研修」という。）を実施する。 

    (3) 農薬指導士認定試験の実施 

知事は、養成研修を全て受講した者に対して、研修内容の修得の度合いを

判定するための農薬指導士認定試験（以下「認定試験」という。）を実施す

る。 

    (4) 農薬指導士の認定及びその更新 

① 知事は、認定試験の結果に基づき、委員会の審査を経たのち合格者を決

定し、これを農薬指導士として認定する。 

② 農薬指導士の認定期間は、①により認定した日から３年を経過した年の

３月３１日までとする。 

③ 農薬指導士が、認定期間の満了する年度の更新研修を受講した場合、知

事は認定期間満了日の翌日から３年間認定期間の更新を認める。 

④ 知事は、他の都道府県で農薬指導士等の認定を受けている者のうち、

勤務地を福岡県に移し、別に定めるところにより手続きを行った者につ

いては、農薬指導士として認定する。 

(5) 農薬指導士の再認定 

知事は、認定期間内に更新研修を受講しなかった者のうち、認定期間満

了後 1 年以内に更新研修を受講した者に限り、更新研修受講の日から翌々

年度の３月３１日まで農薬指導士として再び認定する。 

   (6) 認定の取消し 

知事は、農薬指導士が農薬取締法に違反した場合、その他農薬指導士とし

てふさわしくない行為があったと認めた場合は、委員会の意見を聞いて農薬

指導士の認定を取り消すことができる。 

 ３ 農薬指導士に対する援助 

 知事は、農薬指導士に対して１の円滑な遂行を図るため、農薬の安全使用等

に関する情報等の提供、助言、指導、その他の援助を行う。 

 

第３ その他 

   本要領に定めるもののほか、本事業の実施につき必要な事項は農林水産部長

が別に定める。 

 

   附 則 



 この要領は、昭和６２年１１月６日から施行する。 
 
   附 則 
 この要領は、平成２年１２月５日から施行し、改正後の福岡県農薬指導士認定事
業実施要領の規定は、平成２年度から適用する。 

       
   附 則 

  この要領は、平成１８年１２月１日から施行し、改正後の福岡県農薬指導士認定
事業実施要領の規定は、平成１８年度から適用する。 

 
 附 則 

  この要領は、平成２０年４月１日から施行し、改正後の福岡県農薬指導士認定事
業実施要領の規定は、平成２０年度から適用する。 
 
    附 則 
  この要領は、平成２１年１１月２５日から施行し、改正後の福岡県農薬指導士認
定事業実施要領の規定は、平成２１年度から適用する。 
 
    附 則 
 この要領は、平成２４年４月２日から施行し、改正後の農薬指導士認定事業 
実施要領の規定は、平成２４年度から適用する。 
 

附 則 
 この要領は、平成２５年３月２２日から施行し、改正後の福岡県農薬指導士
認定事業実施要領の規定は、平成２５年度から適用する。 
 
    附 則 
 この要領は、平成３０年１２月１日から施行する。 
 

附 則 
 この要領は、令和４年３月３１日から施行し、改正後の福岡県農薬指導士認
定事業実施要領の規定は、令和４年度から適用する。 
 

 

別 表 

    福岡県農薬指導士認定委員会の構成 

 委員会の職                   職  名 

  委員長 福岡県農林水産部食の安全・地産地消課長技術補佐 

   委 員 福岡県農林水産部経営技術支援課課長技術補佐 

 


